
○　主文
一　被告北税務署長が原告に対して昭和五五年三月三日した昭和五二年分の所得税
更正処分及びこれに伴う過少申告加算税の賦課決定処分（ただし、国税不服審判所
長の裁決によつて一部取り消された後のもの）のうち、総所得金額二一五万四〇七
二円を越える部分はこれを取り消す。
二　原告の被告北税務署長に対するその余の請求及び被告国に対する請求をいずれ
も棄却する。
三　訴訟費用は、原告と被告北税務署長との間において生じた分は、これを二〇分
し、その一を同被告の、その余を原告の各負担とし、原告と被告国との間において
生じた分は全部原告の負担とする。
○　事実
第一　当事者の求めた裁判
一　請求の趣旨
１　被告北税務署長（以下、被告署長という）が原告に対して昭和五五年三月三日
付でした昭和五一年、昭和五二年分（以下、係争各年分という）の各所得税の更正
処分及びこれに伴う過少申告加算税の賦課決定処分（但し、昭和五二年分について
は国税不服審判所長の裁決によつて一部取り消された後のもの。以下、これを本件
更正処分、本件賦課決定処分といい、両者を併せて本件各処分という）を取り消
す。
２　被告国は、原告に対し、金一〇〇万円及びこれに対する昭和五六年一〇月四日
から支払済みまで年五分の割合による金員を支払え。
３　訴訟費用は被告らの負担とする。
４　右第２、第３項につき仮執行宣言
二　請求の趣旨に対する被告らの答弁
１　原告の請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告の負担とする。
第二　当事者の主張
一　請求原因
１　原告は、「永井紙工所」の屋号で紙の加工等を業としていた者であるが、被告
署長に対し、係争各年分の原告の各所得税につき、別表（一）の確定申告欄記載の
とおりの白色の確定申告をしたところ、被告署長は昭和五五年三月三日付で、同表
の更正欄記載のとおりの本件更正処分及び本件賦課決定処分をした。
そこで、原告は、昭和五五年四月八日、被告署長に対し、本件各処分に対し異議申
立をしたところ、被告署長は、同表の異議決定欄記載のとおりの決定をしたので、
原告は、更に、昭和五五年七月三一日、国税不服審判所長に対し、本件各処分につ
いて審査請求をしたが、同所長は、昭和五六年五月七日付で同表の裁決欄記載のと
おりの裁決（昭和五二年分については一部取消）をし、原告は、昭和五六年五月二
九日右裁決を知つた。
２　しかし、本件各処分は、次の理由により、手続的にも内容的にも違法である。
（一）　手続的違法事由
被告署長は、次のとおりの違憲、違法な税務調査を行い、これに基づいて本件各処
分をしたから、本件各処分は、その内容についての判断をまつまでもなく、違法で
ある。
（１）　原告は、被告署長の部下職員の勧めに応じて、昭和四一年分から、同被告
の元部下職員であつた訴外ａ税理士に申告事務を依頼して青色申告をしていたとこ
ろ、同被告は、昭和四九年、突然原告の昭和四八年分の青色申告について、原告の
取引先銀行や得意先に対し反面調査を行つた。このため原告の得意先は減少し、銀
行に対する原告の信用も失墜した。後に、右年分の青色申告については、ａ税理士
の記入ミス等があり、このため同被告が反面調査を実施したことが判明したので、
当時の北税務署所得税課長は、原告に対し謝罪し、以後反面調査は打ち切る旨確約
した。ところが、その三日後に、同被告は、原告の取引銀行である住友銀行に反面
調査をしたところから、原告は、同被告及び北税務署から背信行為を受けた気持ち
になつたため、昭和四九年分からは白色で申告するようになつた。
（２）　被告署長の部下職員訴外ｂは、昭和五四年五月、事前連絡もなく、突然に
原告の事務所に臨場し、その身分も開示せずに係争各年分及び昭和五三年分の原告
の所得税につき税務調査を開始した。その際、ｂは、三年間税務調査に来ていない
ことを調査理由として告げるだけであり、更に税務調査を行う合理的必要性の事由
を何ら開示せず、原告に対し、営業用資料を見せることを要求した。これに対し



て、原告は、右（１）の違法且つ約束違反の反面調査について、税務署側が釈明す
るならいつでも調査に応ずる旨回答した。
その後、同被告は、同年一二月末ころ、原告に対し、前回の約束違反の反面調査に
ついては担当者が変わつているから自分は知らない。調査に応じなければ処分する
旨連絡し、その後原告に再度の調査を要求することもなく、昭和五五年三月三日、
突然、本件各処分を行つた。
（３）　ところで、そもそも納税額を第一次的に確定するのは納税者自身である
（国税通則法一六条）。したがつて、当該税務署長は、申告のない場合や申告漏れ
などの納税者が納税義務に基づいた適正な申告をしていないことが客観的に明らか
な場合に限り、その是正のために、第二次的補完的にのみ納税者に対する税務調査
を実施することができると解すべきである。具体的にいうと、税務職員が、申告済
みの納税者に対して質問検査権（所得税法（（以下、法という））二三四条）を行
使するには、前年比、同業者比、営業状況等からして、当該納税者について過少申
告を疑うに足りる相当の理由の存在を必要とすると解すべきである。そして、税務
職員が質問検査権を行使するに当つては、被調査者に対し、事前の通知をすること
を要し、且つ、調査の合理的必要性の事由を開示する義務を負うと解すべきで、ま
た、税務職員が、更に反面調査（同条一項三号）を行うには、納税者本人に対する
調査を十分に尽した上でなお課税標準及び税額等の内容が把握できない場合に限り
（反面調査の補充性の原則）、かつ、その合理的必要性の事由を開示してこれを行
わなければならないと解すべきである。そして、いずれの場合にあつても、差別的
な調査、質問検査権を定めた法の趣旨に反する調査、任意調査の限界を越える調査
が許されないことはいうまでもない。以上は、憲法上の諸原則（憲法一一条、一三
条、三一条、八一条、八四条、九七条）からくる当然の帰結であり、右の各要件を
欠く税務調査は、当然に違憲、違法というべきである（そもそも、以上のような憲
法上の制約について明確な形で規定しない所得税法二三四条自体が、憲法八四条、
三〇条、一三条、一一条に違反するのである）。
（４）　そして、課税処分に至る右のような調査手続の瑕疵は、後の課税処分の取
消事由になると解すべきである。行政手続は、国民に手続的権利利益を確保しつ
つ、実質的な公正適正を期するものでなければならないのであつて、このような手
続的公正さ確保の要請は、憲法上の要請（特に憲法三一条）と解すべきであるから
である。
（５）　したがつて、被告署長の右（１）（２）の税務調査は、右（３）の要件を
欠くから違憲、違法であり、これに基づく本件各処分も当然に違法である。
（三）　内容的違法事由
本件各処分は、係争各年分の原告の所得金額を過大に認定した違法がある。
３　被告国は、次のとおり、原告に対し、国家賠償法の規定に基づき、損害賠償義
務を負う。
（一）　被告署長及びその部下職員は、公権力の行使として、前記２の（１）
（２）１のとおり、原告に対して、故意又は過失により、度重なる違法な反面調
査、違法な質問検査、違法な更正処分、背信行為を行つた。
（二）　原告は、被告署長の前記２の（１）の反面調査等により、銀行に対する信
用を失墜し、また、その得意先の約半数を失い、更に前記２の（２）の違法な税務
調査等が加わることによつて、心労が極限に達して胃潰瘍になり、昭和五五年六月
二五日から同年九月八日まで大阪府済生会中津病院に入院し、退院後も通院加療を
続けた。そして、右の一連の違法な反面調査と病気療養中に失つた得意先も回復し
なかつたため、昭和五六年五月、原告は、紙の裁断加工業を廃業せざるを得なくな
つた。以上のような、被告署長やその部下職員の違法行為による原告の損害は、精
神的損害、経済的損害（弁護士費用を含む）を含めて金一〇〇万円を下らない。
４　よつて、原告は、被告署長に対し、本件各処分の取消を、被告国に対し、国家
賠償法一条一項に基づき、損害賠償として金一〇〇万円及びこれに対する本件訴状
が同被告に送達された日の翌日である昭和五六年一〇月四日から支払済みまで民法
所定年五分の割合による遅延損害金の支払を求める。
二　請求原因に対する被告署長の認否
１　請求原因１の事実は認める。
２　同２の（一）は争う。後記五の被告国の主張のとおり、本件各処分は手続上も
適法である。
３　同２の（二）は争う。後記四の被告署長の主張のとおり、本件各処分は内容的
にも適法である。



三　請求原因に対する被告国の認否
１　請求原因１の事実は認める。
２　同２の（一）は争う。本件各処分に至る被告署長及びその部下職員の税務調査
は、後記五の被告国の主張のとおり適法である。
３　同３は争う。
四　被告署長の主張
原告の係争各年分の総所得金額の内訳、内容は、次のとおりであり、その範囲内で
被告署長がした本件各処分は適法である。
１　不動産所得金額
昭和五一年分　　　　　　　　八九万八四一〇円
昭和五二年分　　　　　　　　七二万八〇〇〇円
２　事業所得金額
原告の係争各年分の事業所得金額の内訳は、別表（三）記載のとおりであり、同表
の（１）の各売上金額に、主位的に後記Ａ方式による、予備的に後記Ｂ方式による
各推計方法に基づく算出所得率（同表の（２））を乗じて算出した算出所得金額
（同表の（３）、ただし、右算出所得率においては特別経費を除外して算出してい
る）から、特別経費（同表の（４）ないし（８））及び事業専従者控除額（同表の
（１０））を控除した各金額である。
（一）　算出所得率による推計の心要性
被告署長の部下職員は、昭和五四年九月三日、原告の係争各年分及び昭和五三年分
の所得税の税務調査のため原告の店舗に臨場し、その趣旨を告げた上で帳簿書類の
提示を求めたところ、原告は、昭和四九年分の所得税の調査について、「税務署の
やり方には非常に不信をいだいており、署に対しては一切協力しないことにしてい
るから帳簿書類を出す気はない。」と云つて、右調査に応じようとしなかつた。そ
の後も、被告署長の部下職員が、五回原告の店舗に臨場したほか、二回電話で連絡
するなどして、原告に対し、税務調査に応じるように説得したが、原告は、その都
度「前回調査における税務署の対応について何らかの態度で示してくれない限り、
資料を提出しない。」などと云うばかりで一向に調査に応じなかつた。このよう
に、被告署長は、原告の係争各年分の所得を実額で把握することができず、これは
現時点（本件口頭弁論終結時である昭和五九年九月七日）でも変わりはないから、
原告の所得金額を推計する必要性がある。
（二）　推計の方法
主位的にＡ方式による、予備的にＢ方式による各推計方法を主張する。
（Ａ方式・・・・・・・・・同業者率）
係争各年分の各売上金額に、昭和五一年分については別表（五）の同業者ＡＣＤＥ
Ｇの、昭和五二年分については別表（六）の同業者ＢＣＤＥＦの各売上金額に対す
る一般経費を控除した金額の割合の各平均値（昭和五一年分は七三・二五パーセン
ト、昭和五二年分は七三・四六パーセント）を乗じて算出する。その計算式は左記
のとおり。
昭和五一年分
６　９２万０９０４円　×　０．３２５　＝　　５０６万９５２６円
（売上金額）　　　　　　（算出所得金額）
昭和五二年分
５　５８万０２２４円　×　０．３４６　＝　　４０９万９３２２円
（売上金額）　　　　　　（算出所得金額）
（Ｂ方式・・・・・・・・・昭和五三年分の本人比率）
係争各年分の各売上金額に、原告の昭和五三年分の売上金額（実額）に対する右売
上金額から一般経費（大部分は実額で一部は推計）を控除した金額の割合（後記の
とおり八四・一五パーセント）を乗じて算出する。その計算式は左記のとおり。
昭和五一年分
６　９２万０９０４円　×　０．４５１　＝　　５８４万８８５５円
（売金額上）　　　　　　　（算出所得金額）
昭和五二年分
５　５８万０２２４円　×　０．８５４１　＝　４７１万５８４７円
（売上金額）　　　　　　　（算出所得金額）
Ｂ方式の基準となる原告の昭和五三年分の売上金額に対する右売上金額から一般経
費を控除した金額の割合である八四・五一パーセントは、左記（１）の同年分の売
上金額五八八万一四四〇円から、左記（２）のとおりの原告の昭和五三年分の一般



経費の合計額金九一万〇五六六円を控除した金額を、右の売上金額金五八八万一四
四〇円で除した数値である。
（５８８万１４４０円　－　９１万０５６６円）÷５５８万１４４０円　＝　０．
４５１
（売上金額）　　（一般経費）
（１）　原告の昭和五三年分の売上金額は、別表（三）の昭和五三年分欄記載のと
おり合計金五八八万一四四〇円である。
（２）　原告の昭和五三年分の一般経費の額及びその内訳は、別表（七）の被告主
張のとおりであり、その合計額は、金九一万〇五六六円である。
（三）　Ａ方式による推計の合理性
（同業者の選定について）
別表（五）（六）の同業者は、原告の所轄税務署（北税務署）、これに隣接する
東、大淀、大阪福島、西、旭の各税務署管内の同業者のうちから、係争各年分につ
いて、次の（１）ないし（６）のすべての基準に該当する者である。
（１）　印刷物加工業のうち主として印刷物の裁断を行つている個人であること
（２）　青色申告書を提出していること
（３）　年間を通じて事業を継続して営んでいること
（４）　売上金額（雑収入を含む。）が、次の範囲内であること
イ　昭和五一年分は、金三一〇万円から金一二八〇万円まで
口　昭和五二年分は、金二六〇万円から金一〇七〇万円まで（右は、原告の売上金
額が、昭和五一年分は、金六三六万九一〇〇円、同五二年分は、金五三二万七二一
一円であるところから、各年分の売上金額が、おおむね原告の二倍から半分までの
者を選定した。）
（５）　他に事業を兼業していないこと
（６）　不服申立て又は訴訟係属中でないこと
（平均算出所得率の算定について）
右基準で選定した同業者は、昭和五一年分は五名、昭和五二年分は五名であり、こ
れら同業者の当該年分の所得税青色決算書に基づいて、係争各年分の平均算出所得
率を算定すると、昭和五一年分は七三・二五パーセント、同五二年分は、七三・四
六パーセントとなる。
なお、右同業者の所轄税務署長が右年分につき、調査を行つた者については、調査
の結果得られた金額による。
（原告との類似性について）
原告は、北税務署管内に事業所を有し、主として印刷物等紙の裁断を行つている者
であるが、右の同業者は、右基準で選定したもので、業種は原告と同一であり、業
態及び規模も原告と類似している。
したがつて、Ａ方式は、合理的である。
四　Ｂ方式による推計の合理性
本件において、原告の係争各年分の事業所得金額を推計するについて、同業者率を
用いて推計する方法（Ａ方式）ではなく、原告の本人比率、すなわち、原告本人の
他の年分の収支の比率を用いて原告の係争各年分の一般経費を推計する方法による
とすれば、原告の昭和五三年分の本人比率を適用するのが最も合理的である。（な
お、この点は後記八の４参照）。
五　被告国の主張
本件各処分に至る被告署長及びその部下職員の税務調査は適法であつて、原告主張
のような違法事由はない。
１　税務官署は、諸般の事情に鑑み、客観的な必要性があると認めた場合には、法
二三四条一項所定の質問検査を行うことができ、この場合の質問検査の範囲、程
度、時期、場所等実定法上特段の定めのない実施の細目については、質問検査の必
要があり、かつ、これと相手方の私的利益との衡量において社会通念上相当な限度
にとどまる限り、権限ある税務職員の合理的な選択に委ねられているものと解すべ
く、また、実施の日時場所の事前通知、調査の理由及び必要性の個別的、具体的な
告知のごときも、質問検査を行ううえの法律上一律の要件とされているものではな
い（最高裁昭和四八年七月一〇日決定刑集二七巻七号一二〇五頁参照）。更に、原
告主張の反面調査の補充性の原則なるものは不要であつて、税務官署は、当初から
納税者に対する臨場調査と並行して反面調査を実施しても、それを違法ということ
はできない（京都地裁昭和五七年一月二九日判決。税務資料一二二号一三三頁参
照）。



２　本件各処分に至る被告署長及びその部下職員の税務調査及びそれに対する原告
の態度は、前記四の２（一）のとおりである。このように、原告が税務調査に対し
て非協力的な態度であつたから、被告署長及びその部下職員は、原告の取引先等を
反面調査したのであつて、右調査はいずれも適法である。
六　被告署長の主張に対する原告の認否
１　被告署長の主張の１は認める。
２　同２の主張のうち、
（一）　別表（二）の（１）力の昭和五一年分の売上金額のうち、別表（三）の
（１５）の訴外ｃとの間の金一五万三三一〇円は否認するがその余の合計金六七六
万七五九四円は認める。
なお、乙第二五号証、同第三六号証によつて、右（１５）の売上を認めることはで
きない。乙第三五号証によれば、原告の住友銀行南森町支店当座預金への入金は、
昭和五三年九月二〇日付で金五万一二〇〇円、昭和五四年一月六日付で金六万七六
二〇円（乙第二五号証の別表３の昭和五三年九月ないし一二月分の取引合計額に対
応する）されており、その合計は金一一万八八二〇円にのぼつている（乙第三五号
証の別紙Ｎｏ．１６、１７）。したがつて、昭和五三年分の原告のｃに対する売上
高金一七万五八四〇円（乙第二五号証別表３）の内、金一一万八八二〇円が裏付け
られているにもかかわらず、昭和五一年分の売上は乙第三五号証によつて一円も裏
付けられていない。結局、乙第三五号証は、昭和五一年分のｃに対する売上がない
ことを物語るものである。
（二）　別表（三）の（１）の昭和五二年分の売上金額は認める。
（三）　別表（二）の（２）（３）は、後記のとおり係争各年分とも争う。
（四）　別表（二）の（４）ないし（３）（特別経費）、（１０）（事業専従者控
除額）は、係争各年分とも認める。ただし、後記のとおり、事業所得の特別経費と
して認められるべきものがある。
（五）　被告署長の主張２の（一）は争う。後記原告の反論のとおり、推計の必要
性はない。
（六）　同２の（二）のうち、その（１）及びその（２）の別表（七）の被告主張
欄のうち、同表の原告主張欄に一致する各項目は認めるがその余は争う。ただし、
被告の主張以外にも、同表の原告主張欄のとおりの一般経費として控除されるもの
がある。
（七）　同２の（三）（四）は、いずれも争う。
七　原告の反論
１　被告署長は、Ａ方式、Ｂ方式による推計課税を主張するが、本件各処分に至る
被告署長及びその部下職員の税務調査の経緯は、請求原因２の（一）の（１）
（２）のとおりであり、これは、推計課税を適法ならしめるための要件である原告
の調査拒否がないことを意味するから、本件各処分は、その内容の審理に入るまで
もなく違法であつて、取消を免れない。
２　被告署長主張のＢ方式の基礎となつている原告の昭和五三年分の一般経費の実
額は、その一部分に過ぎず、それをもとに、原告の昭和五三年分の算出所得率を算
出することはできない。原告の昭和五三年分の事業所得の必要経費に算入されるべ
きもののうちの一般経費の実額は、少なくとも別表（七）の原告主張欄記載のとお
りである（ただし、後記のとおりこれとてその全部を把握したものではないが、そ
れはともかく）。これによると、一般経費の総合計は、二五四万〇四一三円とな
り、同年分の売上合計額五八八万一四四〇円に対する一般経費割合は、四三・一九
パーセント、したがつて、算出所得率は、五六・八一パーセントとなる。
なお、原告がその事業を営みかつ居住している建物（大橋ビル）は、床面積五三
三・二九平方メートルであつて、そのうち一階作業場（床面積一一一・二二平方メ
ートル）の二分の一と五階部分（床面積一〇八・一二平方メートル）のうち、事務
室兼応接室（但し、共用部分半分を含む）（床面積二八・八六平方メートル）が事
業用であるから、右建物の事業用専用割合は、一五・八三九パーセントである。
（１１１．２２×０．５）　＋　２８・８６）　÷　５３３．２９　＝　０．１５
８３９
したがつて、原告主張の一般経費のうち、固定資産税、ガス代、水道代、電気代、
修繕費のうちの日本インテリヤサービス分、等は、いずれも原告の支払つた金額に
右一五・八三九パーセントを乗じて算出したものである。
また、消耗品費は、原告の支払つた金額合計金五一万七八四八円のうち、その九割
が事業用であるとして算出したものである。



３　Ａ方式による推計には合理性がない。すなわち、同業者比率による所得率の推
計と本人比率によるそれとを比較した場合、通常は、事業形態、立地条件等事業内
容の基本的条件が完全に一致している本人比率による方式が合理的であるといえ
る。
同業者比率の利点は、当該年分に特有の同業者と原告との間の共通の諸事情を考慮
できるという点だけであるので、当該年分以外の年分の本人比率を用いる場合に
は、本人の事業形態等において、比較する年分と当該年分との間に何らかの大きな
変化がない限り、本人比率の方が推計方法としてより合理的であるということにな
るからである。原告の係争各平分の所得については、被告署長は、同業者比率によ
るＡ方式と本人比率によるＢ方式を主張し、Ａ方式の方がＢ方式よりも合理的であ
る具体的事情を何ら主張・立証していない。本件においては、後記のとおり本人比
率による推計が可能なのであるから（なお、後記のとおり、本人比率による推計の
中でも、Ｂ方式より原告が主張するＣ方式又はＤ方式の方がより合理的であるが、
それはともかく）、Ａ方式に合理性がないことは明らかである。
４　Ｂ方式による推計も合理性がない。すなわち、昭和五三年分の本人比率（一般
経費率）をもとに係争各年分の原告の各一般経費率を推計するからには、昭和五三
年分の一般経費の実額が少なくとも大部分正確に把握されなければならないのは当
然である。しかるに、まず、被告署長主張のＢ方式は、接待交際費については、同
業者の推計を用いて算出している。これでは、推計を前提とする推計ということに
なり、推計の前提となる基礎となる数字が正確であることという要件を欠くことに
なり、更には、Ｂ方式自体は本人比率の方法でありながら、これに、本人の事業形
態の特殊性が捨象されるという同業者比率方式による難点が持ち込まれることにな
る。
次に、昭和五三年分の一般経費の実額といつても、これを正確に把握することはも
ともと不可能である。
同年分は白色申告であるから、原告が一般経費に該当する全ての項目の支出につい
て原始資料を保有していないのはむしろ当然であるし、仮に領収証等が存在するも
のでも、それが一般経費に当たる必要経費（法三七条一項）なのか、家事関連費
（法四五条一項各点）なのか判然としないものがあるのであつて、被告署長主張の
Ｂ方式のように、家事関連費の混入があることを理由に、全て一般経費として認め
ようとしないのであれば、その主張する一般経費の額は、真実とあまりにもかけ離
れることになる。その結果が、被告署長がＢ方式の算出所得率として主張する八
四・五一パーセントという数値になつて表われている。これは、結局、売上げ金額
の八割近くが儲けであるということであり、昨今、このように所得率の高い事業
は、常識では考えられない。被告署長がＡ方式で主張する同業者の平均率でも七
三・二五パーセント（昭和五一年分）、七三・四六パーセントであり、更に、右各
同業者の中の最高値をとつてみても、八二・二四パーセント（昭和五一年分、別表
（五）のＤ）、七七・三四パーセント（昭和五二年分、別表（六）のＣ）である
（甲第二九号証参照）。
これは、要するに、被告署長にとつて都合の悪いところは推計したり、一般経費と
して認めず、都合の良いところは実額で主張している結果に外ならない。加えて、
原告は、昭和五三年に大橋ビルを建築し、それに関連して原告の事業の実態がそれ
以前と大幅に変化している。したがつて、この点からも、昭和五三年分を係争各年
分の直近年度という理由のみで推計の基礎とすることには、無理がある。
５　係争各年分の一般経費の推計の方法としては、原告の昭和四四年から昭和四八
年分及び昭和五三年分の一般経費率の平均（ただし、昭和五三年分の算出所得率
は、右２のとおり五六・八一パーセントとして）を用いるか（以下、Ｃ方式とい
う）、昭和五三年分の一般経費の実額認定が困難であるならば、第二次的に、原告
の昭和四四年から昭和四八年分の一般経費率の平均値（一般経費率三五・一〇パー
セント、算出所得率六四・九〇パーセント、別表（三）のとおり）を用いるか（以
下、Ｄ方式という）、いずれかの方法により、係争各年分の各売上金額にこれらの
算出所得率を乗じて、原告の係争各年分の算出所得金額を推計すべきである。
この方が、Ａ方式、Ｂ方式よりも合理性があることが明らかである。すなわち、
（一）　原告は、昭和四四年分から昭和四八年分まで青色申告をしていた。したが
つて、右各年分の青色申告の決算書（甲第四号証の一ないし五）は、大蔵省令に基
づく記帳義務の下に、原告が同被告推薦のａ税理士に一任し、同税理士が、帳簿そ
の他の資料に基づいて作成したもので、それが正確であることは明らかである。
（二）　しかも、被告署長は、右の昭和四八年分の青色申告について、原告の取引



先銀行や得意先銀行に対し前記のとおりの反面調査をするなどの税務調査を行つ
た。右税務調査の結果、仮に右年分の青色申告が過少申告であつたのであれば、同
被告は、当然に、原告に対し、修正申告慫慂をし、原告がこれに応じなければ、青
色申告承認取消処分や更正処分をした筈である。にも拘らず、同被告は、これらの
措置をとらなかつたのであるから、これは、右青色申告決算書の数値が正確である
ことがより明らかになつたというべきであり、同被告自らこれを認めたことにな
る。したがつて、本件において、同被告が、右青色申告決算書の数値は信憑性がな
いと主張するのは、自己矛盾である。
（三）　本人比率であるから、立地条件、営業形態、営業規模を考慮する必要もな
く、また、昭和四四年ないし昭和四八年と係争年度である昭和五一年、昭和五二年
とにおいて、本人の営業規模、形態において著しい変化がない。
（四）　原告の行つていた紙加工業は、その性質上、時期によつて大幅に一般経費
率が変化する業種ではなく、徐々に経費率が高くなる傾向こそあれ、逆に経費率が
低くなるような業種ではない。
したがつて、昭和四四年ないし昭和四八年と昭和五一年、昭和五二年との間の経済
変動は考慮の対象外としてよい。
（五）　売上金額の推移をみても（別表（三））、昭和四四年ないし昭和四八年と
昭和五一年（約六九〇万円余）、昭和五二年（約五五八万円余）を比較して、営業
実績はほぼ同一であると考えられる。
６　係争各年分の原告の事業所得についての特別経費には、被告署長が主張する別
表（二）の（４）ないし（８）以外にも、次のものがあるから、これを控除すべき
である。
（昭和五一年分）
（一）　雇人費及び外注費　　　金一三五万二〇〇〇円
原告は、昭和五一、五二年当時、原告の娘である訴外ｄ（結婚していた）をアルバ
イトとして雇用し、右訴外人に賃金を支払つていた。また、紙加工の仕事の一部を
近所の訴外ｅに外注し外注費を支払つていた。また、原告の永井紙工店において
は、原告とその妻の労働だけでは人手不足であつたので、他に臨時にアルバイトを
雇つたこともあつた。
原告が、昭和五一年中に、ｄ、ｅ、それに他のアルバイトとして雇用した者に支払
つた雇人費及び外注費の合計額は、金一三五万二〇〇〇円である。
（二）　支払利息　　　　　　　　　金一万六二三三円
原告は、紙加工の事業用に使うために、昭和五二年中に乗用車（ブルーバード）を
購入したが、その資金として、昭和五一年中に住友銀行南森町支店から金八〇万円
を借り入れ、その利息として昭和五一年三月一五日同支店に金一万六二三三円を支
払つた。
（昭和五二年分）
（三）　雇人費及び外注費　　　　　　　　金九六万円
右（一）と同様に、原告は、昭和五二年中に、ｄ、ｅ、それに他のアルバイトとし
て雇用した者に、合計金九六万円の雇人費及び外注費を支払つた。
（四）　支払利息　　　　　　　　　金一万二三八〇円
右（二）の借入金の利息として、原告は、昭和五二年一月二七日、
同年五月二日に住友銀行南森町支店に合計一万二三八〇円を支払つた。
八　原告の反論に対する被告署長の認否及び再反論
１　原告の反論１は争う。
２　原告の反論２は争う。原告主張の大橋ビルの五階は、原告の家事用に使用され
ていたもので、その事業用に使用していたものではない。また、原告の昭和五三年
分の一般経費の実額の主張（別表（七）の原告主張欄）の中には、次のとおり明ら
かに家事関連費と認められるもの、又は家事関連費と事業上の経費との区分が明ら
かでないもの等が、多数存在する。結局、別表（七）の被告主張欄の限度で一般経
費として認めるが、その余は否認する。
（一）　公租公課
（１）　区役所手数料（甲第九号証の一～三）
区役所手数料金六一〇円は個人生活上の費用であり、事業遂行上必要な経費ではな
い。
（２）　固定資産税（甲第一一号証の一～三）
原告は、固定資産税としてその総額金二七万七〇七〇円に事業用割合一五・一三九
パーセントを乗じて金四万三八八五円を主張するが、事業用割合は一〇・四三パー



セントである。
（３）　町会費（甲第一二号証）
原告は、町会費八口分金四八〇〇円のうち、事業相当分負担として七口分金四二〇
〇円を必要経費としているが、乙第三七号証によれば、原告が居住する町内の場
合、マンシヨンやアパート等を所有している者は、それ以外の者に比し町内会費を
多く負担する傾向があり、原告が支払つた町内会費のうちには、家事上の費用ある
いは不動産所有にかかる費用が数口含まれていることが推測される。ちなみに、原
告と同じ町内に居住する者は、通常四口程度支払つている。したがつて、原告主張
の町内会費のうち、事業用は四口計金二四〇〇円である。
（二）　水道光熱費
（１）　ガス代（甲第一三号証の一～六）
原告は、ガス代として総額金一万九一六一円のうち事業用は、三〇三五円と主張す
るが、ガス代の全使用量に対する事業割合と建物に対する事業所の専有割合とは何
らかかわりがなく、原告の審査請求時の申立てからすれば事業は一〇パーセントの
金一九一七円というべきである。
（２）　水道代（甲第一四号証の一～五）
原告は、水道代として金一万一七二八円を主張するが、昭和五三年六月二四日以降
自宅と事業所が同一であることより七・八月分金一一三五円（甲第一四号証の四）
には家事分が当然含まれ全額必要経費とはならない。
原告の水道代は、多くとも一月ないし八月分（原告は六月二四日前は吹田市に居
住）の水道代合計額四六三〇円（甲第一四号証の一～四）の年換算金六九四五円で
ある。
（３）　電気代
（１）　動力電気代
原告は、動力電気代としてその総額金九万四三七八円に事業用割合〇・八を乗じた
金七万五五〇二円を主張するが、総額金九万四三七八円の内訳は、一階作業場分金
四万五六五四円、エレベータ階段等分金四万八七二四円であり、必要経費に算入さ
れるべき額は一階作業場分金四万五六五四円である。
（２）　一般電燈代
事業用割合は、一〇・四三パーセントであつて、金八三八二円である。
（二）　通信費（甲第一五号証の一～一七）
原告は、通信費として電話代の総額金一〇万二七〇〇円に事業割合七割を乗じた金
七万一九四六円を主張するが、事業用割合を七割とする根拠はないし、甲第一五号
証の一ないし七は吹田市の原告宅の電話使用料であつて、全額家事関連費である。
原告は、領収書の存在しない二か月分の電話代を金一万七一三〇円として推算して
いるが、この期間の電話代は、金一万六四三〇円（乙第三五号証、昭和五三年一月
一〇日金九九五〇円及び六月六日、金二九七〇円と金三四二〇円の各合計額）であ
る。
（四）　研修費（甲第一六号証の一～一八）
新聞代金二万八三〇〇円を必要経費としているが、これらの新聞は一般紙であり教
養娯楽のため原告が家事用に購入したものである。
（五）　交通費（甲第一七号証の一～一七）
鍋島運送株式会社の金七万四〇〇〇円（甲第一七号証の八）は、吹田市の自宅の家
財道具等を大橋ビルへ運搬した費用であり、全額家事上の経費である。
したがつて、原告が主張する半額の金三万七〇〇〇円は必要経費ではない。
なお、事業用の機械等は、株式会社天満運送（甲一七号証の七）が事業所として賃
借していたタイガービルから大橋ビルへ運搬した。
また、タクシー代のうち金一六二〇円（甲第一七号証の一）は、領収年月日も記載
されておらず、昭和五三年分の必要経費とは判断できない。
（六）　修繕費（甲第一九号証の一～二八）
（１）　株式会社日本インテリアサービス（甲第一九号証の七ないし九）
原告は、株式会社日本インテリアサービスに対して支出した金四五万七〇〇〇円は
床張り代金であるから、事業用割合を乗じた金二万四七一九円は必要経費である旨
主張するが、大橋ビル一階の事業所の床はコンクリート打ちでありカーペツト等の
床張り代金等を必要としないので、右支出金額金四五万七〇〇〇円は、家事上の費
用であつて事業遂行上の必要経費ではない。
（２）　上新電気株式会社（甲第一九号証の二八）
原告は、上新電気株式会社に対して支払つた金五万五五〇〇円を必要経費としてい



るが、右費用は五階の家事用クーラーの取付工事代金であり、必要経費とは認めら
れない。
（３）　高橋電気（甲第一九号証の二四）
原告は、高橋電気に支払つた金一三万八〇〇〇円を必要経費に算入しているが、右
費用は減価償却資産の対象となる電気工事代金である。
（４）　菊忠金物店（甲第一九号証の一二）
原告は、菊忠金物店に支払つた金三〇〇円を必要経費であると主張するが、右費用
は、家事費か事業上の必要経費か明確でない。
（５）　日本エレベーターサービス株式会社（甲第一九号証の二三）
原告は、修繕費として日本エレベーターサービス株式会社分金一万八〇〇〇円を必
要経費と主張するが、右費用は、不動産所得にかかる必要経費であり、事業所得の
必要経費ではない。
（６）　その他
原告は、修繕費として、有限会社ヤマヤ商会分（甲第一九号証の一一）、株式会社
旭商会分（甲第一九号証の二六、二七）を必要経費に算入する旨主張するが、右甲
号各証には、購入物品、修理内容等の具体的記載がない。
（七）　消耗品費（甲第二〇号証の一ないし七九）
（１）　日本放送協会（甲第二〇号証の一ないし五）
原告は、日本放送協会に対する放送受信料金七一〇〇円を必要経費と主張するが、
右費用は、個人生活上の費用であつて、事業遂行上の必要な費用とは認められな
い。
（２）　赤井酒店（甲第二〇号証の六ないし一三、五七）
原告は、灯油代として、赤井酒店分金一万三四〇〇円を必要経費と主張するが、右
費用は、吹田市の自宅で使用したものであり、必要経費と認められない。
（３）　小山全快堂薬局（甲第二〇号証の一七ないし二〇、二三）
原告は、小山全快堂薬局に対し支出した金一万〇六八〇円を必要経費と主張する
が、右費用は、法七三条所定の医療費控除の対象となるべき風邪薬等、医薬品の購
入費であり、事業遂行上必要な経費ではない。
（４）　その他の薬局店（甲第二〇号証の一六、二一、二二、二四、二五）
原告は、消耗品費として有限会社阪神薬局分（甲第二〇号証の一六）岡部薬局分
（甲第二〇号証の二一、二五）薬ヒグチ豊津店分（甲第二〇号証の二二）光和薬品
分（甲第二〇号証の二四）を必要経費と主張するが、次の諸事実により右費用は、
必要経費とは認められない。
（１）　甲第二〇号証の一六は、昭和五二年分である。
（２）　甲第二〇号証の二二、二五は、購入物品よりみて、家事上の費用であつて
事業遂行上の必要経費とは認められない。
（３）　甲第二〇号証の二一、二四は、購入物品の内容及び使用用途が明らかでな
い。
（５）　ダスキン鍵（甲第二〇号証の二八ないし三三）
原告は、消耗品費として、ダスキン鍵分金五七〇〇円を必要経費と主張するが、右
費用は、不動産所得の必要経費又は家事上の費用であつて事業遂行上の必要な経費
ではない。
（６）　荒川商店（甲第二〇号証の三五ないし四一）
原告は、梢耗品費として、荒川商店分金一万三七九〇円を必要経費と主張するが、
そのうち金一万〇三九〇円（甲第二〇号証の四一以外のもの）は、その購入物品の
内容が明らかでなく、事業遂行上必要であつたか否か不明であるので必要経費と認
めることはできない。
（７）　不二ムセン（甲第二〇号証の四九ないし五一）、樫原電機株式会社（甲第
二〇号証の五二、五三）
原告は、消耗品費として不二ムセン分金一一万五一四〇円、樫原電機株式会社分金
一八万八〇〇円を必要経費と主張するが、そのうち、不ニムセンの金六三五〇円
（甲第二〇号証の四九）以外は、家庭電化製品の購入費であるから、個人生活上の
費用であつて、事業遂行上の必要な経費ではない。
（８）　マルエー（甲第二〇号証の一五）
原告は、「トイレツト・ペーパー」代として金一〇〇〇円を必要経費として支出し
た旨主張するが、右費用は、家事上の経費であるから必要経費とは認められない。
（９）　藤岡商店（甲第二〇号証の二六、二七）
原告は、消耗品費として藤岡商店分金五二六〇円を必要経費と主張するが、甲第二



〇号証の二六は、その購入品より家事上の費用であり、甲第二〇号証の二七は購入
品の内容が明らかでなく、事業遂行上必要な経費か否か不明である。
（１０）　三ツ矢防災商店（甲第二〇号証の一四）
原告は、「消火器三本分」として金二万円を必要経費として支出したと主張する
が、購入の時期（建物の新築直後）等よりみてそのうち金六六六七円以外は、家事
費又は不動産所得の必要経費である。
（１１）　金行印材店（甲第二〇号証の四六、四七）
原告は、消耗品費として、金行印材店分金一万六七〇〇円を必要経費と主張する
が、甲第二〇号証の四六は、購入品が鏡であるから家事上の費用であり、甲第二〇
号証の四七は、購入品の内容が明らかでなく、事業遂行上必要な経費か否か不明で
あるので、金一七〇〇円以外は必要経費ではない。
（１１）　株式会社フクヤ（甲第二〇号証の七五ないし七九）
原告は、消耗品費として株式会社フクヤ分金二万七五七〇円を支出した旨主張する
が、右費用のうち金四二七〇円（甲第二〇号証の七五ないし七七）は、家事費又
は、不動産所得の必要経費であつて、事業遂行上の必要経費ではない（なお、甲第
二〇号証の七五と、同号証の七六とは、発行者名、発行年月日、金額からして同一
内容のものであつて重複しているものと考えられる。）。
（八）　減価償却費（甲第三号証）
原告は、減価償却費として金三五万一〇〇〇円を必要経費とする旨主張するが、原
告の所有する機械である裁断機及び結束機（甲第三号証六丁表）は、その耐用年数
が一二年であり、耐用年数を一〇年として減価償却費を算定している原告の主張は
失当である。
（九）　接待交際費（甲第二二号証の一ないし二七八）
（１）　大丸（甲第二二号証の二二八ないし二三〇）
原告は、接待交際費として大丸分金二万六六三〇円を必要経費に算入する旨主張す
るが、右費用は昭和五二年分に該当するから、原告の主張は認められない。
（２）　水上傘店（甲第二二号証の二七七、二七八）
原告は、接待交際費として水上傘店分金八万四三七〇円支出した旨主張するが、右
費用のうち甲第二二号証の二七八は昭和五三年六月二四日の竣工披露パーテイの際
の土産代であるから後記（二）と同様の理由により必要経費に算入できない。
（３）　その他
原告は、接待交際費として右以外に金四三万六八二七円支出した旨主張する。
接待ないし交際費は、当該接待ないし交際の理由、相手方、金額等諸般の事情から
みて、専ら事業の遂行上の必要に基づくものと考えられる場合に限つて必要な経費
になるというべきであり、原告の場合、相手方等が明らかでないうえ、小規模な事
業内容であること等に照らしても、原告が主張するように、多額の接待交際費が必
要とは考えられない。
ちなみに、同業者の昭和五三年中の売上金額に対する接待交際費の割合（以下「接
待交際費率」という。）は、別表（九）のとおり平均二・八パーセントであり、原
告の主張する接待交際費ではその率は七・四三パーセントとなり、同業者に比し異
常に高い率を示すことになる。原告の場合、関係帳簿が整備されていた事情も窺わ
れない状況にあつて、家事関連費が混同しているのは明白である。
このような事情よりすれば、接待や交際の相手方、理由を明らかにしない原告の主
張は失当である。
（一〇）　福利厚生費（甲第二三号証の一ないし三）
原告は、福利厚生費として、丸大給食分金一〇万九四〇〇円を必要経費と主張する
が、右費用は、原告及びその家族の夕、昼食費であるから、事業遂行上の必要経費
ではない。
（一一）　竣工パーテイ費（甲第二四号証の一、二）
原告は、竣工パーテイ費として、その総額金二七万五二〇〇円に事業用割合〇・八
を乗じた金二二万〇一六〇円を必要経費と主張するが、パーテイの参加者が不明で
あるから、事業用割合が〇・八であることの明白な根拠がないというべきである
し、通常、このようなビル竣工披露パーテイに参加する者は、御祝儀代として金一
封を持参するのが慣行であり、右費用を事業遂行上の必要経費とするなら、御祝儀
代を雑収入として計上するべきにもかかわらず、そのような経理をしない原告の場
合、右費用を必要経費に算入することはできない。
（一二）　雑費（甲第二五号証の一ないし一一）
（１）　大丸（甲第二五号証の六、七）



原告は、大丸分として金二万六三五〇円を必要経費と主張するが、甲第二五号証の
七は、昭和五二年分に該当するから、原告の主張は失当である。
同号証の六は家事費であるから必要経費に算入できない。
（２）　吹田市役所（甲第二五号証の五）
原告は、吹田市役所に対して支出した金二〇〇円を必要経費と主張するが、右費用
は、事業遂行上必要な経費とは認められないので原告の主張は失当である。
（３）　岡商店（甲第二五号証の八）
原告は、雑費として岡商店分金二〇〇〇円を必要経費と主張するが、購入物品、使
用用途が明らかでなく事業遂行上必要な経費か否か疑問である。
３　原告の反論３は争う。
４　原告の反論４、５は争う。原告の係争各年分の事業所得金額を推計するのに、
本人比率によるとすると、昭和五三年分の本人比率（売上金額に対する一般経費
率）を用いて推計するのが最も合理的である。
なお、原告の昭和四四年分ないし同四八年分及び同五三年分の平均一般経費率を適
用することは、以下に述べる通り、相当でない。すなわち、
（一）　物価等の一般的経済情勢、印刷物加工業界の経済情勢及び原告の営業状態
の変動等を考慮するならば、係争各年分に直近した年分である（しかも、原告にお
いても実額を主張している）昭和五三年分の本人比率を適用する方が係争各年分と
時期的な隔りがある昭和四四年分ないし昭和四八年分の五年間に昭和五三年分を加
えた六年間の平均の本人比率を適用するよりも、より合理的であり、あえて、後記
原告の主張のように右六年間の平均の本人比率を適用すべき理由は見当らない。
（二）　原告自身も、審査請求時の申立ての際には、昭和五三年分の本人比率を適
用して昭和五一年分及び昭和五二年分の一般経費の額を算定しており（甲第三号証
四丁表参照）、この方法が本人比率の中で最も合理的であり、最も自然であること
を自認している。
（三）　昭和四四年分ないし昭和四八年分の一般経費の金額等については、甲第四
号証の一ないし五の所得税の青色申告決算書（以下「決算書」という。）が存在す
るのみで、その基礎となるべき請求書、領収書等の原始記録及び関係帳簿は提出さ
れておらず、これらの年分の一般経費率をそのまま係争年分に適用することは妥当
とはいい難い。
（四）　原告は、審査請求の際、係争各年分の売上金額について、次表原告申立欄
の通りの金額であると申立て（これらの金額は原告の当座預金に入金された売上金
額と一致する。）ていた（甲第三号証四丁表参照）が、正当な金額は次表被告主張
欄のとおりであることが判明した。
これらの事実からすれば、昭和四四年分ないし昭和四八年分の決算書に記載された
売上金額においても、正確な金額が記載されていると言い難く、これに基づく一般
経費率には信ぴよう性がない。
（五）　原告は、昭和五三年分の一般経費の金額を主張しているが、これらの主張
金額の中には、明らかに家事費と認められるもの、又は、家事費と事業上の経費と
の区分が明らかでないもの等が多数存在しており、このような原告の経理処理状況
から推しても、原告の昭和四四年分ないし昭和四八年分の決算書に記載された一般
経費の金額が正確なものとは言い難く、これに基づく一般経費率には信ぴよう性が
ない。
（六）　昭和四八年分の決算書の各科目には、記入ミス等がみられることからし
て、昭和四四年分ないし昭和四七年分についても同様の記入ミスの存在が想定され
るところであり、従つて、昭和四四年分ないし昭和四七年分についての一般経費率
は信ぴよう性がない。
５　原告の反論６の係争各年分の特別経費の主張は全て否認する。
（一）　原告の反論６の（一）（三）の雇人費及び外注費については、その裏付け
となるべき賃金台帳、現金出納帳、外注費の支払についての領収証がない。原告の
娘であるｄは、結婚後もその夫ｆとともに原告と同一家屋に起居していたのであ
り、原告が、ｄにその主張のように賃金を支払つていたかどうか疑わしく、また、
仮に賃金を支払つていたとしても、ｄは、原告と生計を一にする親族であるから、
法五六条によりその給料は必要経費に算入できない。
（二）　同６の（二）（四）の支払利息については、原告が、その主張のとおり乗
用車を購入したか否かがそもそも疑わしく、仮に、乗用車を取得したとしても、そ
れは原告の事業用のものではない。
九　被告署長の再反論に対する原告の認否、再々反論



１　被告署長の再反論は争う。
２　原告主張の一般経費は、以下に述べるとおり、正当である。
（一）　建物事業専用割合について
原告の建物事業専用割合は、大橋ビル一階作業場及び同ビル五階の台所兼応接室を
事務室兼応接室として事業用に使用していたため、一五・八三九パーセントであ
る。
（二）　町内会費について
町内会費については定まつた規約はない。個人的生活者としては、一口入れば十分
である。しかし、商売を営んでいる者は、最低八口を納めているのが通例である。
金行印材店を営んでいる金行諦三も八口納めている（乙第三七号証）。
原告は町内会費八口計金四八〇〇円を納めているが、これは当時原告が永井紙工所
を営んでいたからであり、したがつて、八口分の内、七口分計金四二〇〇円が事業
の為の必要経費とみるべきである。
（三）　水道代について
（１）　原告の水道代のうち、一月分ないし六月分の合計額金三四九五円（甲第一
四号証の一ないし三）は、事業用である。
七　・八月分の金一一三五円（甲第一四号証の四）は、七月以前に検針されたもの
であり、事業専用である。
九、一〇月は、金四万四六一六円であるが（甲第一四号証の五）、これは、工事に
伴い、多量水道を使用したからであり、少なくとも大橋ビルの事業用割合である一
五・八三九パーセントを乗じた金七〇六七円が事業用である。
また、一一月・一二月分は、一月から六月までの平均二ケ月分金一一六六円と推定
するのが合理的である。
よつて、水道代は、合計金一万一七二八円である。
（四）　電気代について
（１）　一般電気代
金八万〇三六〇円（関西電力に確認）に事業用割合の一五・八三九パーセントを乗
じた金一万二七二八円が事業用である。
（２）　動力電気代
五階の一部を事業用に使用しているので、エレベーターに使用した電気も事業用で
ある。
そして、七月から一二月までの動力電気代金九万四三七八円（関西に確認）に、事
業用使用割合を八割とみて、これを乗じた金七万五五〇二円が事業用である。
（五）　交通費について
昭和五三年分の事業交通費として金一〇万一〇七〇円（甲第一七号証の一、三ない
し八）を要した。
原告が鍋島運送に支払つた金七万四〇〇〇円は、吹田の自宅から大橋ビルへ荷物を
運んだ時の運送代であるが、その際、荷物としては、家財道具の他に商品、加工商
品、半製品が半分程含まれていたので、運送代金七万四〇〇〇円のうち、半額の金
三万七〇〇〇円が事業用である。
（六）　消耗品費について
消耗品費として金四六万六〇六三円を要した（甲第二〇号証の一ないし七九）。
右領収書の総合計金額は金五一万七八四八円であるが、用途不明のものも含まれて
いるので、その内九割を事業用として〇・九を乗じたものである。
なお、荒川商店に対する支払い（甲第二〇号証の三四ないし四一）は、事業用の伝
票とか事務用品等を購入したものであり、薬ヒグチ豊津店に対する支払い（甲第二
〇号証の二二ないし二五）は、一階作業場のトイレの紙等の事業用であり、カネボ
ウチエーン店光和堂薬品に対する支払いは（甲第二二号証の二四）は、仕事の際の
切り傷用のメンソレ等の薬品等の事業用であり、岡部薬局に対する支払い（甲第二
〇号証の二五）のうち、ガラス磨・洗剤は、事業用であるが、パイプマンだけは個
人用であり、荒川商店、各薬局店に対する支払いも、その圧倒的大部分が事業用で
ある。
不二むせんに対する支払い額金六三五〇円（甲第二〇号証の四九）、金一〇万円
（甲第二〇号証の五〇）、金八七九〇円（甲第二〇号証の五一）等は、事業用の扇
風機・クーラー・配線工事費用等であつて、事業用である。
（七）　接待交際費について
被告は、同業者の接待交際費率（＝売上金額に対する接待交際費の割合）が、二・
八八パーセントであるのに対し、原告主張の接待交際費額では、その率が七・四三



パーセントとなることから、家事関連費が混同していると主張するが、原告の大橋
ビルが完成して、竣工披露パーテイや土産費以外にも特に大きな接待費を要した。
原告の五三年度の接待交際費率と一般の同業者の接待交際費率とを比較すること
は、そもそも根本的に間違つている。竣工披露パーテイがあつた特殊な年の接待交
際費率が例年に比べて特に高くなるのは当然である。
（八）　福利厚生費について
原告は、丸大給食より平均四食分注文していたが、そのうち二食はアルバイト・娘
が食事しているので、丸大給食分金一〇万九四〇〇円のうち、半額の金五万四七〇
〇円が、福利厚生費であつて、原告の事業用の経費である。
（九）　竣工パーテイ費について
被告は、竣工パーテイ費（甲第二四号証の一、二）及び土産としての水上傘店分
（甲第二二号証の二七七、二七八）について、ビル披露パーテイに参加する者は、
御祝儀代として金一封を持参するのが慣行であるから、右費用を事業遂行上の必要
経費として計上するなら金一封を雑収入として計上すべきであるのに、そのように
していないから、右費用を必要経費に算入できない旨主張しているが、被告の主張
は前提事実がそもそも間違つている。原告は、右竣工パーテイにわいて、祝儀とし
てもらつたのは、酒・ビール・時計・ざぶとん等の品物であり、金一封はもらつて
いない。
第三　証拠（省略）
○　理由
一　請求原因１の事実は、当事者間に争いがない。
二　本件各処分の手続的違法事由について検討する。
原告は、本件各処分は、被告署長の違憲・違法な税務調査に基づくものであり、か
ような税務調査の違法は、行政手続の実質的な公正適正を期する趣旨から本件各処
分の取消事由になると解すべきであるとし、本件各処分は、その内容、すなわち、
係争各年分の原告の総所得金額の多寡についての判断をまつでもなく、取消される
べきであると主張する。
しかしながら、税務調査の手続（通則法二四条、法二三四条ないし二三六条等）
は、課税庁が課税要件の内容をなす具体的事実の存否を調査するための手続に過ぎ
ないのであつて、この調査手続自体が課税処分の要件となることは、如何なる意味
においてもあり得ないというべきである。したがつて、右調査手続が仮に違法であ
つても、それに基づく課税処分は、それが客観的な所得に合致する限りにおいては
適法であつて（勿論、国に対して国家賠償を請求するのは別論である）、取消の対
象とはならないというべきである。
そうとすれば、本件各処分に至る調査手続において、原告主張のような違法が仮に
あつたとしても、それが、本件各処分の取消事由になるとはいえないのであり、こ
のような調査手続の違法を理由として、被告署長に対して、本件各処分の取消を求
める原告の主張は、失当というほかない。
また、本件においては、後記五のとおり、本件各処分に至るまでに被告署長が行つ
た税務調査の手続は、全て適法であつて、原告主張のような違法事由は見当らない
から、いずれにしても、原告の右主張は理由がない。
三　そこで、原告の係争各年分の総所得金額について検討する。
１　原告の係争各年分の総所得金額のうち、係争各年分の不動産所得金額（被告署
長の主張１）、事業所得金額の内訳のうち、別表（二）の（１）（売上金額、ただ
し、昭和五一年分の別表（三）の（１５）を除く）、別表（二）の（４）ないし
（８）（特別経費）、（１０）（事業専従者控除額）に各記載の金額、以上は、当
事者間に争いがない。
２　昭和五一年分の事業所得の内訳中の、売上金額の別表（三）の（１５）（ｃに
対する売上金一五三三一〇円）については、証人ｇの証言によつて真正に成立した
ものと認められる乙第二五号証、同第三六号証、同証言及び弁論の全趣旨によれ
ば、ｃは、「カネイチ紙工業」の名称で紙袋の製造を業としている者で、右紙袋の
底紙の裁断を原告に継続的に発注しており、係争各年度及び昭和五三年度もかよう
な取引を原告との間で行つていたこと、ｃは、被告署長からの事情聴取に応じた昭
和五六年一二月ころ、すでに昭和五一年分の原告との取引の実績を記帳した帳簿額
を焼却してしまつたため、その正確な数値は不明であるものの、右年分の原告との
取引は、毎月継続的にあつたこと、その総額は、昭和五二年分、昭和五三年分とほ
ぼ同様であること、昭和五二年分の原告のｃとの取引による売上げは、金一五万三
三一〇円、昭和五三年分のそれは、金一七万五八四〇円であること、以上の事実が



認められ、右事実と、原告が、本件訴訟において、ｃとの取引による売上を全面的
に否定し、その取引の実績を示す帳簿額等の提出をするなどの立証をしないことを
総合勘案すれば、昭和五一年分のｃとの取引による売上は、昭和五二年分、昭和五
三年分の売上金額の低い方の額である金一五万三三一〇円と認めるのが相当であ
る。
なお、原告は、この点につき、原告への入金状況を示す住友銀行南森町支店の原告
の当座預金への入金表（乙第三五号証）によれば、昭和五三年分のｃからの売上金
合計金一七万五八四〇円のうち、金一一万八八二〇円の入金状況が具体的に記載さ
れているのに対し、昭和五一年分については、右乙第三五号証に何んらの記載がな
いことをもつて、原告は、昭和五一年中にｃから全く売上げがなかつた旨主張す
る。しかし、証人ｇの証言によつて真正に成立したと認められる右乙第三五号証に
よれば、同号証には、昭和五二年分中のｃからの売上金の入金は記載されておら
ず、また、昭和五三年分のそれも、結局は、一部しか記載されていないことが認め
られるから、ｃからの売上金の入金は、全て右当座預金口座を利用した入金方法で
あつたとはいえず、したがつて、右乙第三五号証の記載をもつて前記認定を覆えず
に足りるものではないというべきである。
原告の右主張は採用できない。
そうすると、昭和五一年分の事業所得の売上金額の合計は、金六九二万〇九〇四円
ということになる。
３　次に、係争各年分の一般経費について、被告は、推計の必要性があるとして、
主位的に、Ａ方式、すなわち、別表（五）の各同業者の一般経費割合の平均値を売
上金額に乗じて一般経費を推計する方法を、予備的に、Ｂ方式、すなわち、昭和五
三年分の原告の売上金額に占める一般経費割合の大部分（一部は推計による）を実
額で算出し、これを係争各年分の原告の売上金額に乗じて一般経費を推計する方法
を主張し、これに対して、原告は、推計の必要性を争い、その上で（仮に推計の必
要性があるとしても）、Ｃ方式、すなわち、原告が青色申告をしていた昭和四四年
分から昭和四八年分及び昭和五三年分の各売上金額に占める一般経費割合（昭和五
三年分については、別表（七）の原告主張欄のとおりの実額）の平均値を係争各年
分の売上金額に乗じて一般経費を推計する方法、又は、Ｄ方式、すなわち、右の昭
和四四年分から昭和四八年分の各売上金額に占めろ一般経費の割合の平均値を係争
各年分の売上金額に乗じて一般経費を推計する方法を主張している。
ところで、本件においては、係争各年分の一般経費については、その具体的内容、
内訳についての主張・立証が、原告からも被告からも、全くないのであるから、結
局、係争各年分の一般経費については、これを推計によつて算出せざるを得ないも
のと解すべきである。この点につき、原告は、推計課税を適法ならしめるために
は、原告の調査拒否という要件が必要であつて、本件各処分は、右要件を欠く推計
課税であると主張するが（原告の反論１）、課税処分取消訴訟において、所得金額
の実額の把握が極めて困難である以上、課税標準を認定するための方法として、そ
の限度において、かつ合理性を有する限り、推計により所得金額を認定せざるを得
ないのは、蓋し、当然のことであるというべきであり、その際、原告主張のような
要件は不要と解すべきであるから、原告の右主張は、それ自体失当である。
次に、係争各年分の一般経費の推計方法については、被告は、主位的にＡ方式、予
備的にＢ方式を主張し、原告は、これに対して、Ｃ方式又はＤ方式を主張するの
で、まず、右Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの各方式のうち、原告の係争各年分の一般経費の推計
方法としてどの方式が最も合理的であるか、その方式によつて右一般経費を推計す
ることができるかどうかを検討する。
４　そこで、右各方式の前提となる事実関係について検討すると、被告署長の主張
２の（二）の（１）（昭和五三年分の原告の売上金額）、同２の（二）の（２）の
別表（七）（昭和五三年分の一般経費の内訳）の原告主張欄のうち、被告主張欄と
一致するもの及び数字が異なるものでも、被告主張欄記載の限度額においては、当
事者間に争いがなく、右事実並びに成立に争いのない甲第四号証の一ないし五、同
第五号証、同第六号証の一ないし三、同第七号証の一ないし一九、同第八号証の一
ないし一二、同第九号証の一ないし三、同第一〇号証、同第一一号証の一ないし
三、同第一二号証、同第一三号証の一ないし六、同第一四号証の一ないし六、同第
一五号証の一ないし一七、同第一六号証の一ないし一八、同第一七号証の一、三な
いし八、同第一八号証の一ないし六、同第一九号証の一ないし二八、同第二〇号証
の一ないし七九、同第二一号証、同第二二号証の一ないし一三二（甲第二二号証の
一三三は欠番）、一三四ないし二七八、同第二三号証の一ないし三、同第二四号証



の一、二、同第二五号証の一ないし一一、同第二六号証の一ないし四、乙第八号
証、同第四一、四二号証、証人ｇの証言及び弁論の全趣旨によつて真正に成立した
ものと認められる乙第九号証の一ないし三、同第一〇号証の一ないし五、同第一一
ないし第一三号証、同第一四号証の一ないし三、同第三五号証、同第四五号証、証
人ｈ（ただし、後記措信しない部分を除く）、同ｇの各証言、原告本人尋問の結果
（ただし、後記措信しない部分を除く）及び弁論の全趣旨によると、次のとおりの
事実が認められる。すなわち、
（一）　原告は、昭和五三年六月ころまで、吹田市＜地名略＞に居住し、大阪市＜
地名略＞所在の事業所で「永井紙工所」の屋号で紙の裁断、加工を業としていた
が、昭和五三年五月ころ、＜地名略＞の土地に鉄骨造六階建の貸店舗兼共同住宅
（大橋ビル）を建築し、以後右ビル一階の自己の作業所で同様に紙の裁断、加工の
事業を行つていた。なお、原告は、従前は、右の吹田の自宅に、妻及び娘夫婦であ
るｆ、ｄ、娘であるｉ、ｊらと同居し、そこから右事業所に通つていたが、大橋ビ
ルの新築に伴い、右の家族とともに大橋ビルに入居し、以後右ビルに居住するよう
になつた（ただし、ｊは昭和五三年一〇月に、ｉは同年一一月に、いずれも結婚し
て同ビルから他に転居した）。
（二）　北税務署及びこれに隣接する東大淀、福島、西、旭の各税務署管内の原告
の同業者のうちで、被告署長の主張２（三）の（１）ないし（６）の各条件を満た
す同業者、及びその各売上金額に対する一般経費の割合は、昭和五一年分は別表
（五）、昭和五二年分は別表（六）のとおりであり（売上金額から一般経費を控除
したものの割合を「算出所得率」として表示）、昭和五一年分の右各同業者の算出
所得率は、その一番高い者Ｄが八二・二四パーセント、一番低い者Ａが六一・六五
パーセント、平均値が七三・二五パーセントであり、昭和五二年分の右各同業者の
算出所得率は、その一番高い者Ｃが七七・三四パーセント、一番低い者Ｂが六八・
四五パーセント、
平均値が七三・四六パーセントである。
（三）　原告の昭和五三年分の事業所得にかかる一般経費の個々の具体的な額は、
別表（七）の、「裁判所認定額又は争いのない額」の欄記載のとおりであつて、そ
の総額は、金九二万八一七四円である。（なお、右以外の原告主張の経費のなかに
は、一部事業用のものがあるにしても、その額が確定できないから、右以外の原告
主張の経費全部について、これを事業用の経費とは認め難い）。
（四）　原告は、昭和四〇年以降、係争各年分及び昭和五三年まで、右（一）のと
おり昭和五三年六月ころその作業場を変えたほかは、ほぼ同様の事業形態を続けな
がら紙の加工業を営んでいたもので、そのうち、昭和四〇年分以降昭和四八年分の
所得については、被告署長に対し、青色申告をしていた。右青色申告は、原告が依
頼したａ税理士が行なつていたが、その申告決算書による右各年分の売上金額、一
般経費の額、一般経費率は、別表（三）のとおりである。被告署長は、その間、後
記五認定のとおり、昭和四八年分の申告につき反面調査をしたが、結局、他の年分
についても有年分についても、原告に対し、青色申告承認取消処分や更正処分をし
たことはなかつた。
以上のとおり認められ、右認定に反する証人ｈの証言、原告本人尋問の結果は措信
できず、他に右認定を覆すに足りる証拠はない。
もつとも、原告は、別表（七）の原告主張欄に記載の金額は、原告の事業に必要な
経費であつたと主張するが、以下に述べる理由により、右原告の主張は採用できな
い。すなわち、
（一）　公租公課について
前掲甲第二六号証の一、二（但し、甲第二六号証の記載内容中、後記認定に副わな
い部分は除く）、並びに、弁論の全趣旨によれば、原告がその一部を作業場にして
いた前記大橋ビルの総面積は、五五〇・八一平方メートルであるところ、原告は、
そのうち一階一一一・二二平方メートルの二分の一を作業場に使用していたことが
認められる。原告は、右一階以外にも、五階部分の一部を事業用に使用していたと
主張するが、前掲乙第四一、四二号証、原告本人尋問の結果によれば、右五階部分
には、右原告ら家族及びその娘婿の訴外ｆ家族が居住していたことが認められるか
ら、他に特段の立証のない本件においては、右五階部分は、原告らの個人用に使用
されていたものであつて、原告の事業用に使用されていたものではないと認めるの
が相当であり、右認定に反する前掲甲第二六号証の一の記載内容及び原告本人尋問
の結果はたやすく信用できない。
そうすると、大橋ビルのうち、原告の事業用に使用されていた部分は、一〇・四三



パーセントであつたというべきところ、前掲甲第一一号証の一ないし三並びに弁論
の全趣旨によれば、原告が大橋ビルの昭和五三年分の固定資産税等として支払つた
額は、合計金二七万七〇七〇円であることが認められるから、右原告の支払つた固
定資産税等のうち、その一〇・四三パーセントに当る金二万八八九九円が原告の事
業に必要な経費と認めるのが相当であつて、これに反する原告の主張は採用できな
い。
次に、前掲甲第一二号証、乙第四一、四二号証、証人ｇの証言により真正に成立Ｌ
たと認められる乙第三七号証、並びに、弁論の全趣旨によれば、原告は、昭和五三
年分の町内会費として八口合計金四八〇〇円を支払つたこと、しかし、町内会費
は、一定の額が定められているわけではなく、家の間口の広狭や家族の数によつて
異るところ、普通は四口程度であること、原告は、昭和五三年六月頃から大橋ビル
に居住するようになり、右町内会費のなかには、事業用でないものもあること、以
上の事実が認められるところ、右事実関係からすれば、原告が支払つた町内会費金
四八〇〇円のうち、その半分の金二四〇〇円が事業用として支払つたものと認める
のが相当であつて、これに反する原告の主張は採用できない。
（二）　水道光熱費について
前掲甲第一三号証の一ないし六並びに弁論の全趣旨によれば、原告は、昭和五三年
七月分ないし一二月分のガス代として、合計金一万九一六一円を支払つていること
が認められるところ、前記認定のとおり、大橋ビルのうち原告の事業専用割合は、
一〇・四三パーセントであり、また、成立に争いのない甲第三号証、乙第四六号
証、並びに、弁論の全趣旨によれば、原告は、本件課税処分に対する審査請求の
際、前記支払つたガス代のうちその一〇パーセントを事業用として主張したことが
認められるから、前記原告の支払つたガス代のうち、事業用の部分は、その約一〇
パーセントに当る金一九一七円と認めるのが相当であつて、これに反する原告の主
張は採用できない。
次に、前掲甲第一四号証の一ないし四並びに弁論の全趣旨によれば、原告は、昭和
五三年一月分ないに八月分の水道代として、合計金四六三〇円を支払つたことが認
められるところ、原告は、前記の如く、昭和五三年六月頃、大橋ビルに転居してき
たのであるから、右水道代の大部分は、事業用に使用されたものと認めるのが相当
である。そうとすれば、原告が昭和五三年分の水道代として支払つたもののうち、
事業用として支払つたものは、多くとも次の数式により算出した金六九四五円を超
えるものではないというべきであつて、これを超える原告の主張は採用できない。
４　６３０円　×　１２／８　＝　６９４５円さらに、原告が、昭和五三年六月分
ないし一二月分の一般電燈代として金八万〇三六〇円を、動力代電気代として金九
万四三七八円を、それぞれ支払つたことは弁論の全趣旨によつて認められるとこ
ろ、大橋ビルの原告の事業専用割合は、前記のとおり一〇・四三パーセントである
から、一般電気代は、前記八万〇三六〇円に一〇・四三パーセントを乗じた金八三
八二円について、また、動力電気代は、前記金九万四三七八円のうち、弁論の全趣
旨によつて真正に成立したものと認められる乙第四三号証、及び弁論の全趣旨によ
り、一階作業場の部分の電気代金であると認められる金四万五六五四円について、
それぞれこれを原告の事業用として支払つたものと認めるのが相当であつて、これ
に反する原告の主張は採用できない。
（三）　通信費について
前掲甲第一五号証の一ないし一七、乙第三五号証、並びに、弁論の全趣旨によれ
ば、原告が昭和五三年に支払つた電話料のうちには、原告が大橋ビルに転居する以
前に、吹田の自宅で使用した電話料が含まれており、また、大橋ビルに転居後は、
その事業用の外、原告の家庭用に使用した電話料も含まれていること、そして、原
告が右吹田の自宅で使用した電話料（昭和五三年一月から八月までの支払分）は、
金三万〇四五〇円、原告が大橋ビルに転居する以前の梅が枝電話局の電話の使用料
（但し、昭和五三年一月から八月までの支払分）は、金三万二七九〇円であり、さ
らに、大橋ビルに転居後の昭和五三年九月から同年一二月までに支払つた電話料
は、金三万八七五〇円であること、以上の事実が認められる。したがつて、原告の
支払つた右電話料のうち、事業用として支払つたものは、次の数式によつて算出し
た金五万二八八二円と認めるのが相当であつて、これを超える原告の主張は採用で
きない。
３　２７９０円　×　３８７５０円　×　３２７９０円／３２７９０円　＋　３０
４５０円　＝　５２８８２円（四）研修費・交通費、修繕費、消耗品費等について
は、別表（七）の「裁判所認定額又は争いのない額」欄に記載以外のものが、いず



れも原告の事業に必要な経費であつたことを窺わせる証人ｈの証言、原告本人尋問
の結果はたやすく信用できないのであつて、他に特段の立証のない本件において
は、右支出費目の性質自体に照らしその大部分（但し、その額は確定できない）
は、原告の個人用（家庭用）の支出であつたと疑うに充分であるというべきであ
る。したがつて、右費用については、その一部が原告の事業用に支出されたものが
あるにしても、その額が確定できないから、結局その全部が事業用に支出されたも
のとは認め難く、これに反する原告の主張は採用できない。
（五）　減価消却費用について
前掲甲第四号証一、並びに、弁論の全趣旨によれば、原告は、昭和四四年一一月に
裁断機を代金三六五万円で、また、昭和四三年七月に結束機を代金二五万円で、そ
れぞれ買受けたところ、法定耐用年数は、一二年ないし一三年であることが認めら
れるから、右裁断機、結束機の減価消却費は、別表（八）の３、４に記載のとお
り、金八万九三〇二円及び金一万八六七五円の合計金一〇万七九七七円であると認
めるのが相当であつて、これを超える原告の主張は採用できない。
（六）　接待交際費について
前掲甲第二二号証の一ないし二七八、並びに、弁論の全趣旨によれば、原告が接待
交際費として支出したとして提出した右甲第二二号証の一ないし二七八の領収書等
の宛名は、ほとんど上様であり、また、右各領収書には、単に飲食した店舗の名
前、日時、金額が記載されているに過ぎないことが認められるから、これらの領収
証から、原告が右領収書に記載の金額を、すべてその事業に必要な接待、交際費と
して支出したものとは到底認め難いものであつて、この点に関する証人ｈの証言、
原告本人尋問の結果はたやすく信用できないものというべきである。よつて、結
局、原告の事業用の接待交際費は、被告署長の認める金一六万九三八六円と認むべ
きであつて、これを超える原告の主張も採用できない。
（七）　福利厚生費、竣工パーテイ費、雑費等についても、別表（七）の「裁判所
認定額又は争いのない額」欄に記載以外のものが、いずれも原告の事業に必要な経
費であつたことを窺わせる証人ｈの証言、原告本人尋問の結果はたやすく信用でき
ないのであつて、他に特段の立証のない本件においては、右支出費目の性質自体等
に照らし、前記認定額以外の大部分（但し、その額は確定できない。）は、原告の
個人用（家庭用）の支出であつたと疑うに充分であるというべきである。（ちなみ
に、前掲甲第二三号証の一ないし三によれば、原告が飲食費として訴外丸大給食に
支払つたと主張する代金は、いずれも昭和五三年一〇月以降のものであるところ、
右飲食費が原告の事業用のものであるならば、当然に原告が前記大橋ビルに転居す
る以前（昭和五三年七月以前）についても、その支払のあるのが自然であるのに、
右転居以前の支払を証する証拠はないのは極めて不自然である。）
したがつて、右費用については、仮にその一部が原告の事業用に支出されたもので
あるにしても、その額が確定できないから、結局、その全部が事業用に支出された
ものとは認め難く、これに反する原告の主張は採用できない。
５　右４の認定事実をもとに、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの各方式の優劣を検討する。
まず、Ａ方式は、係争各年分の同業者比率であり、これに対して、Ｂ、Ｃ、Ｄの各
方式は、他の年分の本人比率であるが、この点は、他の年分の事業内容と係争各年
分のそれとの間に特にその事業実績に大きな影響を与えるような差異、例えば、そ
の業界に共通の経済事情の変化、又は、原告の事業形態・事業内容における変化が
ない以上、原則として、事業形態、立地条件等の事業内容が同一の本人比率の方
が、同業者比率よりも合理的な推計方法というべきである。
本件においては、昭和五一年分の別表（五）の各同業者の一般経費率をみると、そ
の一番高い者Ａが三六・三五パーセント、その一番低い者Ｄが一七・七六パーセン
トであり、昭和五二年分の別表（六）では、一番高い者Ｂが三一・五五パーセン
ト、一番低い者Ｃが二二・六六パーセントであり、いずれも各同業者間で、一般経
費率に相当程度の差異が認められる。これに対して、別表（五）と別表（六）に共
通する同業者Ｃ、Ｄ、Ｅについて、それぞれ、昭和五一年分と昭和五二年分の経費
率を比較してみると、Ｃが二四・二二パーセントと二二・六六パーセントであり、
Ｄが一七・七六パーセントと二四・四二パーセントであり、Ｅが二三・六五パーセ
ントと二四・二四パーセントであり、Ｄの昭和五一年分の一般経費率が相当低くな
つているほかは、Ｃ、Ｅについて相当の類似性が認められる。そして、右のＤの昭
和五一年分の一般経費率は、同年分の別表（五）の他の同業者に比較しても、また
昭和五二年分の別表（六）の他の同業者と比較しても、いずれにしても際立つて低
いといえるから、一般的傾向を検討するに当つてはこれを除外して考えるのが相当



である。そうすると、原告の同業者にあつては、ある年分の一般経費の割合は、同
一係争年分の同業者のそれと比較するよりも、それぞれ、同業者各本人の他の係争
年分のそれと比較する方が、一般的には、より類似している蓋然性が高いと考えら
れる。そして、本件においては、原告からも、被告署長からも、係争各年分である
昭和五一年分、昭和五二年分について原告及び同業者に共通の経済事情の変動等が
あつたとの格別の主張、立証がないから、原告の係争各年分一般経費を推計するに
当つては、同業者比率であるＡ方式よりも、Ｂ、Ｃ、Ｄないしはこれに類似する各
方式によりうるとすれば、その方式が、より合理的であるといわなければならな
い。
次に、原告の本人比率であるＢ、Ｃ、Ｄの各方式相互間について検討する。本人比
率の中では、一般に、係争各年の原告の事業形態とできるだけ類似した事業年分、
通常は、できるだけ係争各年に近い年分の本人比率を基礎にするのが合理的な推計
方法であることはいうまでもない。しかし、これは、比較の対象となる他の年分の
一般経費の割合が信頼しうる数字によつて算出されていることを当然の前提とする
といわなければならない。そこで、係争各年分の直近年分である昭和五三年分の本
人比率についてみると、前判示のとおり、別表（七）の原告主張欄に記載の金額の
うち、証拠上、原告の事業費と確定的に認定できるものは、わずかに、金九二万八
一七四円に過ぎず、その同年分の売上金額五八八万一四四〇円に対する割合は、一
五・七八パーセントとなるところ、右昭和五三年分の原告の一般経費率は、原告が
昭和四四年分から同四八年分までの事業所得について青色申告をした際の一般経費
率や、昭和五一年及び同五二年の同業者の一般経費率にくらべて、異常に低い上、
前記４の各証拠によれば、右昭和五三年分の原告の一般経費金九二万八一七四円以
外にも、若干事業用の経費として支出したもののあることが窺われなくはないが、
ただ、その額が確定的に認定できないために、証拠上は、結局零と認定せざるを得
ないこと、さらには、右昭和五三年分の一般経費金九二万八一七四円のなかにも、
接待、交際費の如きは推計に基づく被告署長の主張額に基づくこと等の諸般の事情
を考慮すると、右認定にかかる昭和五三年分の一般経費金九二万八一七四円を、実
額による経費であるとして、昭和五一年及び同五二年の原告の一般経費を推計する
基準とすることは、合理的とはいえないといわなければならない。
そうとすれば、他の年分について、より正確な一般経費率を算出することが可能で
あれば、むしろ、それによるべきで、単に、係争各年分の直近であるということ
で、昭和五三年分の本人比率によるのは、本件では相当ではないというべきであ
る。そうすると、昭和五三年分の本人比率を基礎とするＢ方式、Ｃ方式は、いずれ
も、にわかに採用し難いといわなければならない。
そこで、更に、昭和四四年分ないし昭和四八年分の本人比率を基礎にするＤ方式に
ついてみると、右各年分中は、原告は青色申告をしていたのであり、右各年分中の
原告の一般経費割合が、右４の（四）で認定したとおりの数値であることは、原告
が当時備付けた帳簿に基づく数字であることが推定されることからして（法一四八
条、一四九条、同法施行規則五六条ないし六四条）、一応信頼度が高いといわなけ
ればならない（更に、右４の（四）、後記五のとおり、被告署長は、昭和四八年分
については、税務調査を行いながら、青色申告承認取消処分や更正処分を行つてい
ない）。しかしながら、一般に、係争年度分の一般経費を推計する場合に用いる本
人比率は、係争年度分より相当離れた年度の本人比率を用いることは、若干ずつに
しろ、年々経済事情が変動することは経験則上明らかであることや推計によつて一
般経費を算出するという事柄の性質からみて相当ではなく、せいぜい推計を必要と
する年度の五年以内の本人比率の平均によるのが相当であると解すべきである。し
たがつて、本件においては、他に特段の事情のない限り、昭和四六年分以降の原告
の一般経費率の平均に従つて、原告の係争年分（昭和五一年、同五二年分）の一般
経費率を推計するのが、一応合理的であると解すべきところ、右昭和四六年分以降
の原告の一般経費率の推移をみると、別表（一〇）に記載のとおり、昭和四六年か
ら順次三〇・三九パーセント、三三・〇四パーセント、三八・四九パーセントであ
り（昭和四九年及び同五〇年は白色申告であるから推計に用いることのできる一般
経費率はない。）、右各年分を通じてほぼ三〇パーセントから三八パーセントまで
の間を維持しており、特に大きな変動があるとはいえない。したがつて、Ｄ方式に
類似した昭和四六年から同四八年分までの原告の一般経費率の平均によつて、係争
各年分の一般経費率を推計するのは、相当の合理性を有するというべきである。
このようにみてくると、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの各方式によるのは相当でなく、Ｄ方式に
類似した右昭和四六年分から同四八年分までの原告の一般経費率によつて推計する



方式が、係争各年分の原告の一般経費を推計する方法として最も合理的であるとい
わざるを得ない。もつとも、右方式は、昭和四六年分から昭和四八年分の原告本人
の一般経費割合を基礎とするので、係争各年分である昭和五一年分、昭和五二年分
と若干の時期的間隔があり、また、右方式による本人の一般経費率の平均値は三
三・九七パーセントであり、昭和五一年分の別表（五）の同業者の中では最も高い
比率の部類に属し、昭和五二年分の別表（六）の同業者の中では、それに最も近い
者Ｂが三一・五五パーセントでそれを越える者がなく、このことから、原告の係争
各年分の一般経費率は、同業者の中では最も高い部類となるが、これは、推計によ
つて一般経費を算出する以上やむを得ないのであつて、これをもつて右方式による
推計に合理性があることを覆えすに足りるものではないというべきである。
６　そこで、右方式による昭和四六年分から昭和四八年分の一般経費率の平均値三
三・九七パーセントを、係争各年分の売上金額に乗じて、係争各年分の一般経費を
算出すると、次のとおりとなる。
（昭和五一年分）
６　９２０９０４円　×　０．３３９７　＝　２３５１０３１円
売上金額
（昭和五二年分）
５　５８０２２４円　×　０．３３９７　＝　１８９５６０２円
売上金額
７　なお、被告署長は、これに対して、原告の昭和四六年分ないし昭和四八年の青
色申告決算書（甲第四号証の三ないし五）は、その基礎となるべき請求書、領収証
等の原始記録が存在しないこと、また、特に、昭和四八年分の右決算書の各科目に
は記入の誤りがあること等を挙げて、右各決算書の数値は措信し難いと主張する。
しかし、青色申告の承認を受けた納税者は、大蔵省令により、帳簿書類を備え付け
て、これに個々の取引を記帳し、かつ、その帳簿書類を保存すべきことが義務づけ
られており（法一四八条一項、同法施行規則五六条ないし六四条）、税務署長は、
必要があると認めるときは、いつでも、右帳簿書類について必要な指示をすること
ができるとされており（法一四八条二項）、更に、納税者は、青色申告を行う際、
貸借対照表、損益計算書その他所得金額に関する明細書を添付しなければならない
とされており（法一四九条）、これらの青色申告の制度に照らすと、右甲第四号証
の三ないし五も、当然に、原告の個々の取引を記帳した備付帳簿類に基づいて申告
されたものであると推認でき、したがつて、昭和四八年分の申告書（甲第四号証の
五）中には記入ミスがあつたことが認められるが（これは、甲第四号証及び弁論の
全趣旨から認める。ただし、右（四）の別表（一〇）は、被告署長の指摘に基づく
訂正した金額によつている）、だからといつて右甲第四号証の五及び他の甲第四号
証の三、四の基本的な部分の信用性は、これによつていささかもそこなわれないと
いうべきであり、被告署長が、原告に対し、結局、右各申告を容認し、青色申告承
認の取消処分や更正処分をせずに（しかも、昭和四八年分については、税務調査を
しているにも拘らず）、数年を経過した現時点においては、原始記録たる帳簿類が
提出されないこと等被告署長の主張のような事情があつたとしても、最早、右各決
算書の内容を根本的に否定することはできないといわざるを得ない。かように解し
て、始めて、被告署長が主張する同業者率の数字（別表（五）、（六））も、その
申告決算書のみによつて十分肯認しうるものとなるというべきである。この点に関
する被告署長の主張は、理由がない。
８　進んで、原告主張の特別経費（原告の反論６）について検討する。
（一）　原告は、係争各年分の特別経費として、雇人費及び外注費（昭和五一年分
金一三五万二〇〇〇円、昭和五二年分金九六万円）を計上すべきことを主張し、証
人ｈの証言により真正に成立したと認められる甲第二七、二八号証、証人ｈの証
言、原告本人尋問の結果中には、右主張に沿う部分も存在する。
しかしながら、甲第二七号証はｋの、同第二八号証はｄの各供述内容を記載した書
面であつて、証人ｈの証言、原告本人尋問の結果中の前記各部分とともに、にわか
にこれらを措信ずることができず、他に原告の右主張を認めるに足りる証拠はな
い。
（二）　原告は、更に、昭和五二年中に紙加工の作業所へ通勤するための乗用車を
購入し、その資金として昭和五一年中に、住友銀行南森町支店から金八〇万円を借
り入れ、その利息として、昭和五一年中に金一万六二三三円、昭和五二年中に金九
六万円を支出した旨主張し、証人ｈの証言、原告本人尋問の結果中には、これに沿
う部分がある。



しかし、右各証言等の部分は、にわかに採用できず、他にこれを認めるに足りる証
拠はないというべきである。
係争各年分の特別経費は、別表（二）の（４）ないし（８）のとおりの額である。
９　してみると、原告の係争各年分の事業所得金額は、昭和五一年分については、
売上金額金六九二万〇九〇四円から、一般経費金二三五万一〇三一円（右６）、特
別経費の合計金一一万一八三五円（別表（二）の（４）ないし（８））、事業専従
者控除額金四〇万円を控除した金四〇五万八〇三八円となり、昭和五二年分につい
ては、売上金額金五五八万〇二二四円から、一般経費金一八九万五六〇二円（右
６）、特別経費の合計額金一八五万八五五〇円（別表（二）の４ないし８）、事業
専従者控除額金四〇万円、を控除した金一四二万六〇七二円となる。
したがつて、右各事業所得金額に、系争各年分の不動産所得金額を合算して、係争
各年分の原告の総所得金額を算出すると、昭和五一年分が金四九五万六四四三円、
昭和五二年分が金二一五万四〇七二円となる。
四　本件各処分と右三で認定した係争各年分の原告の総所得金額を比較すると、昭
和五一年分の本件更正処分及び本件賦課決定処分は、右三の同年分の原告の総所得
金額の範囲内のもので適法であるというべきであるが、昭和五二年分の本件更正処
分及び本件賦課決定処分は、原告の総所得金額金二一五万四〇七二円の範囲内で適
法であり、右金額を越える部分は違法であつて取消を免れないというべきである。
五　原告の被告国に対する損害賠償の請求について、判断する。
１　原告は、被告署長又はその部下職貝が、公権力の行使として、違法な反面調査
及び質問検査、違法な更正処分、背信行為を原告に対して行い、
これにより損害を被つたと主張する。
２　しかし、税務職員が、納税者本人に対して行う質問検査（法二三四条一項一
号）、納税者の取引先、得意先に対して行う反面調査（同条一項三号）は、その権
限を有する税務職員において、諸般の具体的事情に鑑み、客観的に必要性があると
判断される場合に行いうるのであつて、その実施の細目については、右にいう調査
の必要性があり、かつ、これと相手方の私的利益との衡量において社会通念上相当
な限度にとどまる限り、当該税務職員の選択に委ねられていると解すべきである。
したがつて、その実施の日時場所の事前通知、調査の理由及び必要性の個別的、具
体的な告知は、右税務調査の法律上の要件ではないと解すべきであり（最高裁昭和
五八年七月一〇日決定刑集二七巻七号一二〇五頁）、また、反面調査が納税者に対
する直接調査を実施した後で、その目的を達することのできなかつた場合におい
て、その限度内で補充的にのみ許されるものと解すべき理由もないというべきであ
る。したがつて、原告の右主張のうちこれらの違法を理由とする部分は、それ自体
理由がないというべきであり、また、本件に顕われた証拠を検討しても、本件各処
分に至る手続に何ら違法事由は認められない。
かえつて、前記一、三の４の各認定事実、前記甲第四号証の一ないし五、証人ｇの
証言、原告本人尋問の結果、弁論の全趣旨によれば、次のとおり認められる。
（一）　原告は、昭和四一年分から昭和四八年分まで被告署長に対し、青色申告を
していたが、その間、被告署長の部下職員によつて紹介されたａ税理士に申告書の
記載等の事務一切を委ねていた。
（二）　被告署長の部下職員は、昭和四九年になつて、原告に何んらの予告もせ
ず、原告の昭和四八年分の青色申告について、原告の取引銀行である住友銀行南森
町支店等の原告の取引先に対し、反面調査を行い、その後も原告にこれを連絡しな
かつた。
（三）　原告は、住友銀行南森町支店からの連絡で右反面調査を知つて憤慨して北
税務署へ抗議したが、その後も、右支店その他の原告の取引先に対する反面調査は
行われた。そこで、原告は、昭和四九年分以降は、白色で申告するようになつた。
（四）　被告署長の部下職員ｂは、昭和五四年五月ころ、大橋ビルの原告の作業場
に臨場し、原告に対し、税務署の職員であることを示す手帳を呈示して、帳簿書類
の提出を求めたが、
原告はこれを拒否した。
（五）　更に、ｂは、同年一二月、原告に電話して、税務調査に応じなかつたから
更正処分をするしかない旨伝えた。これに対して、原告は、前記の昭和四九年に行
われた反面調査について、ｂや被告署長の謝罪を求め、結局、帳簿書類を提出せ
ず、税務調査に協力することを拒否した。
（六）　被告署長は、昭和五五年三月三日付で、原告に対して本件各処分をした。
以上のとおり認められ、右事実によれば、被告署長及びその部下職員がした本件各



処分に至るまでの税務調査及び本件各処分自体の手続は、いずれも適法であつて、
原告主張のような違法事由はないというべきである。
そうすると、原告の被告国に対する損害賠償請求は、その余の点について判断する
までもなく理由がないことに帰着する。
六　以上のとおりであり、原告の本訴請求は、昭和五二年分の本件更正処分及び本
件賦課決定処分のうち、総所得金額二一五万四〇七二円を越える部分の取消を、被
告署長に対して求める限度で理由があるから、右各処分を右の限度で取り消し、そ
の余はいずれも理由がないからこれを棄却することとし、訴訟費用について行訴法
七条、民訴法八九条、九二条、九三条を各適用して、主文のとおり判決する。
（裁判官　後藤　勇　八木良一　岩倉広修）
別表（三）、（四）、（七）、（九）（省略）


